
令和６年２月熊本県議会定例会

農林水産常任委員会報告資料

① 新規就農者の状況について

農 林 水 産 部



１ 新規就農者に関する調査結果 （令和５年度調査）

－１－

■新規就農者数

○新規就農者 合計 ４０２人［前期比 6%(24人)減］

(内訳）新規自営就農者 小計 ２２０人［前期比 3%( 6人)増］

うち新規学卒就農者 ４１人［前期比 2%( 1人)減］

うちＵターン就農者 ９３人［前期比 2%( 2人)減］

うち新規参入就農者 ８６人［前期比 12%( 9人)増］

新規雇用就農者 １８２人［前期比 14%(30人)減］

○令和4年5月から令和5年4月までの間に

おける県内の新規就農者の総数は402人

（前期比24人減）となった。

○内訳としては、新規学卒就農者が前期よ

り１人減の4１人、Ｕターン就農者が2人減

の93人、また、非農家出身等の新規参入

就農者は9人増の86人で、新規自営就農

者全体は6人増の220人となった。

○一方、県内の農業法人等の新規雇用就

農者数は、前期より30人減の182人となっ

た。

親元就農

187 180 172
212 182

99 84 87
77

86

108 120 107
95

93

34 47 80 42
41

428 431 446 
426 

402 

0

100

200

300

400

500

600

H30.5～H31.4 R1.5～R2.4 R2.5～R3.4 R3.5～R4.4 R4.5～R5.4

新規学卒
Uターン
新規参入
新規雇用

新規
学卒

U
ﾀｰﾝ

新規
参入

新
規
自
営

新
規
雇
用

220
241 251

人

214274
新
規
自
営

新
規
雇
用

（令和５年度調査）



○新規就農者数を年齢別で見ると、
20代の就農者が153人と最も多く、
次いで、30代が116人となっている。

○就農形態を年齢別に見ると、新規学
卒就農者及び新規雇用就農者は20
代で多く、Ｕターン就農者及び新規参
入就農者は30代で多くなっている。

■年齢別新規就農者数

－２－

２ 年齢別の状況

人



○新規就農者数を地域別で見ると、阿蘇地域が73人で最も多く、次いで菊池地域が71人、熊本地域が67人の
順であった。

○就農形態を地域別に見ると、新規学卒就農者は阿蘇地域、Uターン就農者は菊池地域及び球磨地域、新規
参入就農者は熊本地域、新規雇用就農者は菊池地域で多くなっている。

－３－

３ 地域別の状況

■地域別新規就農者数



－４－

■営農類型別新規就農者数

○新規就農者数を営農類型別で見ると、施設野菜が110人で最も多く、次いで畜産99人、露地野菜60人の順
であった。
○就農形態を営農類型別に見ると、新規学卒就農者、Ｕターン就農者及び新規参入就農者は施設野菜で多く、
新規雇用就農者は畜産で多くなっている。

４ 営農類型別の状況

人



５ 新規自営就農者の定着状況について

○過去５年間（平成29年5月～令和4年4月）までの新規自営就農者（1,275人）のうち離農者は45人で、離農
率は3.5％と、前回調査(平成28年5月～令和3年4月)の4.1％よりも0.6ポイント減少し、9割を上回る定着率を
保っている。

○親元就農者と新規参入就農者との比較では、新規参入就農者の離農率が若干高くなっている。

－５－

（参考）前回調査

就農者数 離農者数 離農率 就農者数 離農者数 離農率 就農者数 離農者数 離農率 就農者数 離農者数 離農率 就農者数 離農者数 離農率 就農者数 離農者数 離農率 就農者数 離農者数 離農率

親元就農 193 6 3.1% 142 7 4.9% 167 6 3.6% 187 4 2.1% 137 1 0.7% 826 24 2.9% 848 30 3.5%

新規参入 102 7 6.9% 99 8 8.1% 84 3 3.6% 87 1 1.1% 77 2 2.6% 449 21 4.7% 503 25 5.0%

計 295 13 4.4% 241 15 6.2% 251 9 3.6% 274 5 1.8% 214 3 1.4% 1,275 45 3.5% 1,351 55 4.1%
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６ 令和６年度の主な新規就農支援策について

－６－

新規就農者に対する相談から定着に至る各ステージに応じたきめ細やかな支援の着実な実施

農業経営継承支援センター：リタイアする農業者から第三者への経営継承を推進 継承 合意 継承希望者移譲希望者

教育・啓発・相談対応 研 修 就 農 定 着 へ

○中学生向けのバスツアー
＆出前講座の実施による農
業の魅力発信

○農大：志望進路への到達支
援、スマート農業等の先端技
術を学ぶカリキュラムの充
実、農大と農高の連携強化

○新規就農支援センターに
よるワンストップ相談対応。
県内外でのセミナー・相談
会、ＨＰで情報発信。

等

○認定研修機関（20機関）にお
ける実践的な研修

○関係機関と連携したフォロー
アップの強化

【国】就農準備資金
49歳以下。150万円/年を交付。
最長２年間

【国】サポート体制構築事業
就農相談員の設置、研修農場
整備等を支援

【県】研修機関活動支援
研修実施に必要な活動費支援

等

○経営開始時の支援

【国・県】経営発展支援事業
（2月補正：初期投資促進事業）

49歳以下。機械・施設等の導入支
援。3/4補助。事業費上限1千万円

○ 【県】中古ハウス整備支援
研修機関が新規就農者に貸し付け
るハウス整備を支援。1/2補助
最大250万円補助

○就農後の所得支援

【国】経営開始資金
49歳以下。150万円/年を交付。
最長３年間 等

○農業者の技術習得、レベ
ルアップを支援

・くまもと農業アカデミー
（農作業安全講座）

・青年農業者（４Ｈ）クラブ
活動支援
（プロジェクト研究を通した技
術向上支援、九州や全国
のクラブ員とのネットワーク
づくり支援）

等
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令和６年２月２７日 
  農林水産政策課・監理課 

 

令和２年災害関連等工事に係る不調・不落対策について 

 

１．復興ＪＶ制度（災害型総合評価落札方式）の概要 

土木一式工事（設計金額７千万円以上のＡ１等級工事）に県内全域のＡ１・Ａ２等級企業による施工体制を確保するもの 

○対象工事  令和２年災害関連等工事のうち、Ａ１等級対象の土木一式工事 

○ＪＶの構成 Ａ１・Ａ２による２社又は３社の組合せ  

（Ａ２・Ａ２の組合せは、予定価格 1 億 7,000 万円未満） 

○総合評価項目 ・地域精通度、地域貢献度の評価項目を設定しない 

           ・復興ＪＶでの入札参加者に対する加点あり 
 
 

２．県南３地域の災害関連事業の発注見込み（農林水産部・土木部） 

 
 
 

 

 

 

 

事業種別 事業費 Ｒ２～Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度以降 

災害復旧事業 ４０９ ３７７ １１ ２１ 

災害関連事業 ３５８ ２５５ ５６ ４７ 

計 ７６７ ６３２ ６７ ６８ 

県南３地域（八代・芦北・球磨）を対象に、今年度末を期限として実施している「復興ＪＶ制度」

について、来年度の発注見込みや不調・不落の状況等を勘案し、令和６年度末まで１年間延長する。 

【単位：億円】 
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３．令和５年度の県工事（農林水産部・土木部）の不調・不落の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．県南３地域への管外企業の参入状況（R3.11 月～R6.1 月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ なお、県南３地域を対象に実施している「土木一式工事Ｂ等級の発注標準引き上げ」（1,500 万円未満を 3,000 万円未満に引き上

げ）については、予定どおり令和６年３月末を持って終了する。  

管 内 八代 芦北 球磨 

復興ＪＶ対象工事契約件数① ８ ３４ ６６ 

 管外企業契約件数② ２ ２４ ２４ 

管外企業受注率(②／①＊100) ２５．０％ ７０．６％ ３６．４％ 

管外から参入した 

企業の地域別 

延べ企業数 

上益城 ３者 

【計３者】 

熊本 １３者 阿蘇 １２者 

天草  ４者 上益城 ３者 

菊池  ３者 玉名  ３者 

宇城  ２者 

【計４０者】 

天草 １２者 阿蘇  ８者 

菊池  ７者 熊本  ６者 

玉名  ４者 上益城 ２者 

【計３９者】 
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③ 食料・農業・農村基本法改正及び
熊本県食料・農業・農村基本計画
改定について

農 林 水 産 部



1 食料・農業・農村基本法の改正について
農林水産政策課

１

改正の方向性



提出が検討されている関連法案

食料供給困難事態対策法

スマート農業技術活用促進法特定農産加工業経営改善臨時措置法

農業振興地域整備法等

２ 熊本県食料・農業・農村基本計画の改定について

主な成果指標

○令和２年７月豪雨災害、新型コロナウイルス感染症の影響からの回復に加え、スマート農業等による生産力向上、くまもと農業への
“人財”総結集や、活力ある農山漁村の継承により、未来につながる魅力あふれる「くまもと農業」の実現を目指し、令和３年（2021年）
2月に策定。

○現計画の計画期間は令和２年度（2020年度）～令和５年度（2023年度）の４年間であり、今年度は最終年度となっている。

１ 時代の変化に対応した稼げる「くまもと農業」の確立
① 生産力・商品力・産地力の強化
② 担い手の確保・育成及び多様な“人財”の総結集
③ 経営力を高める農業生産基盤の強化
④ 国土強靱化の推進とリスク対応力の強化
⑤ 県産農産物の販売力とサプライチェーンの強化

２ 中山間地域等における魅力と活力あふれる持続可能な農村づくり
① 中山間地域の特色を活かした多様な収入の確保と担い手づくり
② 次世代に引き継ぐ生産環境の整備と農業・農村の多面的機能の
維持・発揮

③ 魅力ある地域資源を活用した中山間地域等の振興
④ 鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進

目指すべき姿の実現に向けた２つの柱と９つの施策

計画の改定について（次期計画）

食料供給が困難になった場合、国が対策本部を設置し、食料の安定
供給確保のために事業者に対し、確保指示や生産要請等を措置

食料安全保障 食料安全保障

食料安全保障 農業の持続的な発展

食料の安定供給を確保するため、農地の総量確保と適正利用に係る
措置の強化、農地所有適格法人の経営基盤の強化を図るもの

計画認定を受けた農業者や事業者に対し、長期低利融資や設備
投資に係る所得税・法人税に関する特別償却などの金融・税制支
援等を行い、スマート農業技術の活用や研究開発を促進

法適用期限の延長。調達コストが上昇・高止まりしている小麦・大豆
を原材料とする農産加工業者の国産利用等の取り組みに対し、金融・
税制上の支援措置を新たに整備

○令和6年４月以降 現計画の成果確認、計画の改定※

※熊本県食料・農業・農村基本計画の改定にあたっては、
国の基本法改正等の動きを注視するとともに、次年度以降
に見直す県の方針等との調整を図る。

・物価高騰

・人口減少に伴う人手不足

・物流問題

・半導体企業の進出

・自然災害等のリスクの増大

情勢変化

・スマート農業関連研究成果数

・「くまさんの輝き」栽培面積

・担い手への農地集積面積

・外国人材の受入れ人数

・地産地消協力店数 など

２


